














計算書類に対する注記（法人全体用）

1. 継続事業の前提に関する注記
該当なし

2. 重要な会計方針
(1)有価証券の評価某準及び評価方法

該当なし

(2)固定資産の減価償却の方法
・建物並びに器具及び備品、 車両、 ソフトウエア、 権利・・・定額法
・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、 残存価額を零とする定額法によっている。

(3)引当金の計上基準
・賞与引当金・・・・・職員に支給する賞与のうち、 当該会計年度の負担に属する額を見積り、

賞与引当金として計上する
ただし、 重要性が乏しいと認められる場合にはこれを計 ::しないことができる

・徴収不能引当金・・・該当なし

(4)ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理を採用している。 なお、 金利スワップについては特例処理の要件を満たしている場合は
特捌処理を採用している

3. 頂要な会計方針の変更
該当なし

4. 法人で採用する退職給付制度
確定拠出年金制度を採用している

5. 法人が作成する計算書類等と拠点区分、 サー ビス区分
(1)法人全体の計算書類 （会計某準省令第1号第1様式、 第2号第1様式、 第3号第1様式）

(2)事業区分別内訳表 （会計某準省令第1号第2様式、 第2号第2様式、 第3号第2様式）

(3)社会福祉事業における拠点区分別内訳表 （会計某準省令第1号第3様式、 第2号第3様式、 第3号第3様式）

(4)公益事業における拠点区分別内訳表 （会計某準省令第1号第3様式、 第2号第3様式、 第3号第3様式）
当法人では、 公益事業の拠点が1つのため省略している

(5)収益事業における拠点区分別内訳表 （会計某準省令第1号第3様式、 第2号第3様式、 第3号第3様式）
当法人では、 収益事業を実地していないため作成していない

(6)各拠点区分におけるサー ビス区分の内容
・法人本部拠点区分（社会福祉事業）

・
ア
イ

児童福祉施設（江東区）区分（社会福祉事業）
児童福祉施設（江東区）サー ビス区分
児童福祉施設（江東区）ショートステイサー ビス区分

・ 児童福祉施設（川崎市）拠点区分（社会福祉事業）

•特別養護老人ホ ームカメリア拠点区分（社会福祉事業）
ア 特別養護老人ホ ームカメリア サー ビス区分
イ ショートステイカメリア サー ビス区分
ウ グループホ ームカメリア サー ビス区分

•特別養護老人ホ ームカメリア桜ヶ丘拠点区分（社会福祉事業）
ア 特別養護老人ホ ームカメリア桜ヶ丘 サー ビス区分
イ ショートステイカメリア桜ヶ丘 サー ビス区分

•特別養護老人ホ ームカメリア藤沢SST拠点区分（社会福祉事業）
ア 特別養護老人ホ ームカメリア藤沢SST サー ビス区分
イ ショートステイカメリア藤沢SST サー ビス区分

•特別養護老人ホ ームなりひらホ ーム拠点区分（社会福祉事業）
ア 特別養護老人ホ ームなりひらホ ーム サー ビス区分
イ ショートステイなりひらホ ーム サー ビス区分
ウ デイサー ビスセンタ ーなりひらホ ーム サー ビス区分
工 認知デイサー ビスセンタ ーなりひらホ ームサー ビス区分
オ 訪問介護ステーションなりひらホ ーム サー ビス区分
力 居宅介護支援事業所なりひらホ ーム サー ビス区分
キ 地域包括事業所なりひらホ ーム サー ビス区分
ク 見守り相談室なりひらホ ーム サー ビス区分

•特別養護老人ホ ームサンハイム荒川拠点区分（社会福祉事業）
ア 特別養護老人ホ ームサンハイム荒川 サー ビス区分
イ 特別養護老人ホ ームサンハイム荒川（短期入所・予防短期入所）サー ビス区分
ウ サンハイム荒川居宅介護支援事業所 サー ビス区分
工 南千住東部地域包括支援センタ ー サー ビス区分
オ 南千住東部高齢者みまもりステーション サー ビス区分
カ 南千住西部地域包括支援センタ ー サー ビス区分
キ 南千住西部高齢者みまもりステーション サー ビス区分
ク 来食サー ビス サー ビス区分

•南千住中部在宅高齢者通所サー ビスセンタ ー（社会福祉事業）

・渋谷区つばめの里•本町東拠点区分（社会福祉事業）
ア 渋谷区つばめの里•本町東 サー ビス区分
イ 渋谷区つばめの里•本町東（短期人所・予防短期入所）サー ビス区分
ウ 渋谷区つばめの里•本町東高齢者在宅サー ビスセンタ ーサー ビス区分
工 渋谷区グループホ ームつばめの里•本町東 サー ビス区分






